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インド合弁会社（子会社）設立に関するお知らせ 
 
 
当社の100%子会社である株式会社大塚製薬工場は、下記の通り、インドに合弁会社を設立することを決定

いたしましたので、お知らせいたします。 
 

記 
 
 
１．合弁会社設立の目的 
 当社の 100％子会社である株式会社大塚製薬工場は、本日以下の通り、成長が期待されるイン

ド医薬品市場における輸液事業での市場参入を目的とし、インドで輸液及び医薬品製造・販売大

手のクラリス・ライフサイエンシズ社が新設する輸液事業会社（「クラリス大塚）（仮称））に、三

井物産と共同で資本参加することで合意いたしました。 
 なお、大塚製薬工場と三井物産はクラリス大塚が実施する総額約 105 億インドルピー（約 160
億円）の第三者割当増資を引き受け、クラリス大塚の株式保有比率は、大塚製薬工場 60％、三井

物産 20％、クラリス社 20％となります。 
 
 
 
２．合弁会社の概要 
（１） 名 称 Claris Otsuka Limited（仮称） 
（２） 所 在 地 インド・グジャラート州アーメダバード市 

（３） 代表者の役職・氏名 
Bharat Shah, CEO 
(バラット シャー､CEO) 

（４） 事 業 内 容 基礎輸液・臨床栄養製品の製造販売 
（５） 資 本 金 105億2,400万インドルピー（約160億円※） 
（６） 設 立 年 月 日 2013年後半 (予定) 
（７） 大株主及び持株比率 大塚製薬工場：60%、クラリス社: 20%、三井物産：20% 
（８） 事 業 開 始 日 2013年後半(予定) 

※使用為替レート：1インドルピー＝1.52円（2012年12月6日付け） 



 

 

３．合弁相手先の概要 
① Claris Lifesciences Limited 
（１） 名 称 Claris Lifesciences Limited 
（２） 所 在 地 インド・グジャラート州アーメダバード市 

（３） 代表者の役職・氏名 
Arjun Handa, Managing Director & CEO 
(アルジュン ハンダ ､CEO) 

（４） 事 業 内 容 医薬品、栄養製品の製造・販売 

（５） 
資 本 金 
（2011 年 12 月末） 

638百万インドルピー（約9.7億円※） 

（６） 設 立 年 月 日 1999年 

（７） 
純 資 産 
（2011 年 12 月末） 

8,766百万インドルピー（約133億円※） 

（８） 
総 資 産 
（2011 年 12 月末） 

13,477百万インドルピー（約205億円※） 

（９） 
上 場 会 社 と 
当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はあ

りません。 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はあ

りません。 

取 引 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はあ

りません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、

当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者に

は該当しません。 
※使用為替レート：1インドルピー＝1.52円（2012年12月6日付け） 

 
② 三井物産株式会社 
（１） 名 称 三井物産株式会社 
（２） 所 在 地 東京都千代田区大手町 1 丁目 2 番 1 号 
（３） 代表者の役職・氏名 飯島 彰己 

（４） 事 業 内 容 

鉄鋼製品、金属資源、プロジェクト、自動車・建機事業、船舶・航空、化

学品、エネルギー、食糧、食品事業、コンシューマーサービス、情報産業、

金融新事業推進、物流の各分野において、全世界に広がる営業拠点とネッ

トワーク、情報力などを活かし、多種多様な商品販売とそれを支えるロジ

スティクス、ファイナンス、さらには国際的なプロジェクト案件の構築な

ど、各種事業を多角的に展開 

（５） 
資 本 金 
（2012 年 3 月末） 

341,481百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1947年7月 



 

 

 

（７） 
純 資 産 
（2012 年 3 月末） 

2,641,318百万円 

（８） 
総 資 産 
（2012 年 3 月末） 

9,011,823百万円 

（９） 
大株主及び持株比率 
（2012 年 9 月末） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 8.81% 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 
（信託口） 

6.82% 

SSBT OD05 Omnibus Account (Treaty Clients) 2.24% 
株式会社三井住友銀行 2.10% 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 
（信託口９） 

1.99% 

日本生命保険相互会社 1.91% 
三井住友海上火災保険株式会社 1.35% 

 

（10） 
上 場 会 社 と 
当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はあ

りません。 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はあ

りません。 

取 引 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はあ

りません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、

当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者に

は該当しません。 
 
 
４．今後の見通し 
当該合弁会社は、2014年3月期より連結子会社となる予定であることから、2012年11月13日に発表した

当社2013年3月期の連結業績予想に変更はございません。 
 
 
 

以上 


